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全国銀行協会（全銀協）とは・・・

■ 日本国内で活動している銀行を直接の会員とする組織。
銀行の健全な発展を通じてわが国経済の成長に貢献する
ことを目的に、さまざまな活動を行っている。

■ 活動 ○決済システム等の企画・運営（内国為替制度、外為円決済制度など）
○適正な消費者取引の推進（全国銀行協会相談室、金融犯罪防止啓発活動など）
○社会貢献活動・コンプライアンスの推進（ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ推進活動など）
○銀行業務の円滑化（ﾏﾈｰ･ﾛｰﾝﾀﾞﾘﾝｸﾞ防止対策、金融規制に対する意見発信など）

■ 会員数（253会員：2020年1月1日時点）
【正会員】都市銀行、地方銀行、第二地銀、信託銀行など117行
【準会員】外国銀行、ネット専業銀行など74行
【銀行持株会社会員】3社
【特別会員】全国各地の銀行協会58協会
【特例会員】ゆうちょ銀行
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会員銀行の意識醸成を図り、各行の取組みを支援・推進していくため、以下の３つの
柱を中心に取り組んでいる。

バリアフリーに関する取組み（全体像）

（１）会員銀行向け各種支援ツールの作成・提供
『銀行におけるバリアフリーハンドブック』、『人権研修テキスト』、コミュニケーションボー

ド等の支援ツールを作成。会員銀行に提供し、銀行店舗や窓口における接遇の向上を支援。

（２）会員銀行の取組状況等に関するアンケート調査の実施・還元
障がい者対応等に向けたサービスに関する会員銀行の取組みの実態を把握することを目的に、毎

年、アンケートを実施。その結果や取組事例を会員銀行に還元し、各行の取組みの推進を支援。

（３）障がい者差別解消法等に関する講演会の開催
障がい者差別解消法やバリアフリーに関する講演会を会員銀行向けに開催。バリアフリー等を巡

る環境や動向等を適時適切に情報提供することで各行での取組み推進を支援。
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(1）会員銀行向け各種支援ツールの作成・提供

コミュニケーションボード銀行におけるバリアフリーハンドブック

対象：銀行のバリアフリー担当、窓口担当等
内容：視覚障がい者、聴覚・言語障がい者、

肢体障がい者、高齢者、その他配慮
が必要な方（知的障がい者、妊娠され
ている方等）に分けて、それぞれ心構え、
コミュニケーションの方法、必要な配慮
等について記載（2006年発行）。

協力：公益財団法人 共用品推進機構

人権研修テキスト

使用場所：銀行店舗等
目的：聴覚障がい者や外国人など話言葉や文

字によるコミュニケーションに不安の
ある銀行利用者が、店頭で希望する取
引や手続きを円滑に銀行職員に伝えて
いただくことを目的に作成。
業界として共通の絵記号デザインを初
めて作成（2008年）。

協力：公益財団法人 共用品推進機構

3

対象：新入行員等
内容：人権問題を巡る諸情勢

や企業活動に関連する
人権問題を幅広く記載
（毎年改訂、発行）。

監修：公益財団法人 人権教育啓発推進センター
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(2）会員銀行の取組状況等に関するアンケート調査の実施・還元

実施対象：正会員（2019年度は117行）

実施時期：毎年1回

質問内容：施設・設備対応状況、行内体制、障がい特性（視覚障がい、聴覚障がいなど）毎の取組状況等
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2019年度

おおごだ法律事務所
弁護士 大胡田誠氏

「対話こそ共生社会を開くカギ
～障害者差別解消法施行から３
年に考える」

特定非営利活動法人 大活字文化
普及協会
理事・事務局長 市橋正光氏

「金融機関における高齢者・障
がい者の課題と代読・代筆対応
について」

公益財団法人 日本補助犬協会
代表理事 朴 善子氏

「ほじょ犬と学ぶ『心のバリア
フリー』」

一般社団法人ｻﾞ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｱﾗｲｱﾝ
ｽ･ﾌｫｰ･ｻｽﾃｲﾅﾌﾞﾙ･ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ
代表理事 下田屋毅氏

「外国人の人権をめぐる課題、
企業の対応について」

アイマスクを用いた代読・代筆体験アイマスクを用いた代読・代筆体験 聴導犬による実演聴導犬による実演

(3）障がい者差別解消法等に関する講演会の開催（直近の実績）

全体テーマ：ダイバーシティ・マイノリティの尊重について
東京都発達障害者支援センター
センター長 山﨑 順子 氏

発達障害者をめぐる課題

（2017年度）

（2016年度）

鈴木 徹 氏
（陸上競技、リオ2016大会ま
で5大会連続入賞）
須藤 正和 氏
（セーリング、過去パラリン
ピック3大会出場）

＜第一部＞
リオ・パラリンピアンから
見た共生社会実現への課題
＜第二部＞
パラリンピアンから見た職
場や社会のあり方

（2015年度）

慶應義塾大学商学部
教授 中島 隆信 氏

経済学で考える障害者差別
～障害者差別解消法施行に
向けて～

（2013年度）

つくし総合律事務所
東京事務所 弁護士
大胡田 誠 氏

障害者関係法規の最新動向

（注）講師の所属や肩書、組織の名称等は講演当時のもの。
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Appendix①：バリアフリーハンドブック（施設に関する記載抜粋）
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Appendix②：バリアフリーハンドブック（「入口付近」の記載拡大）



© 2020 JAPANESE BANKERS ASSOCIATION 8

Appendix③：バリアフリーハンドブック（「通路」の記載拡大）




